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総 務 省

独立行政法人評価年報（平成15年度版）の発行

独立行政法人について国民の理解の向上を図るため、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会は、
独立行政法人の14年度実績に対する評価結果や運営に関する基礎的な情報等を簡潔に整理し、年報として
公表するものです（昨年度に引き続き２回目）。

独立行政法人は、「その業務の内容を公表すること等を通じて、その組織及び運営の状況を国民に明らかにするよう努めなければならない。」
（独立行政法人通則法第３条第２項）とされています。また、国民により分かりやすい情報提供という観点から、「中央省庁等改革の推進に関する
方針」Ⅲ16(3)において、政策評価・独立行政法人評価委員会は、独立行政法人に関する公表資料を取りまとめ、公表するものとされています。
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主な内容

第１部 独立行政法人の状況
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１ 独立行政法人数の推移
○ 平成13年４月に57法人でスタートした独立行政法人は、特殊法人

等整理合理化計画や国立大学、国立病院・療養所の改革に伴って設
立された法人等が加わり、16年４月現在、105法人

独立行政法人数の推移

２ 役職員
① 平成16年１月現在の常勤職員数は42,130人（経年比較が可能な54
法人でみると、13,398人で発足時に比べ235人減少）。職員数200人
未満の法人が全体の53％（92法人中49法人）

職員規模別の独立行政法人の状況

２

② 理事長及び理事各１人の法人が全体の41％

92２１1４３４８151538１法人数

計1210９８７６５４３２１
理事長及び理
事の数の合計

（人）

理事長及び理事の数の合計別の独立行政法人の状況（平成15年10月１日現在）

③ 理事長の報酬は、府省の局長級と同水準の法人が全体の60％（93
法人中56法人）（平成16年１月現在）

理事長の報酬（月額）水準別法人数

Ａ：府省の事務次官級超（約132万円超）

Ｂ：府省の事務次官～外局の長級（約132万円～約114万円）

Ｃ：府省の局長級（約108万円～約99万円）

Ｄ：府省の審議官級（約92万円～約78万円）

Ｅ：その他

（注） 総務省行政管理局の資料に基づき、政策評価・独立行政法人評価委員会が作成し
た。

（注）１ 政策評価・独立行政法人評価委員会の調査による。
２ 「特定」は、役員及び職員に国家公務員の身分を与えて
いる特定独立行政法人を、「非特定」は、それ以外の独立
行政法人を示す。

（注）政策評価・独立行政法人評価委員会の調査による。

（注）１ 政策評価・独立行政法人評価委員会の調査による。
２ 「先行独立行政法人」は、中央省庁等改革に伴い設立された独立
行政法人を、「移行独立行政法人」は、特殊法人等整理合理化計画
に基づき、特殊法人等から移行して設立された独立行政法人を示す。
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３

３ 財務・会計

① 予算総額は、平成13年度が57法人で4,793億円、16年度が105法人
で10兆2,960億円。ただし、国が交付する運営費交付金について、経
年比較が可能な53法人でみると、平成13年度が2,628億円、16年度が
2,557億円で、両者を比べると71億円の減
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② 経営努力による目的積立金の承認を受けた法人は、59法人中16法
人（総額７億9,300万円）。うち11法人が2,000万円未満（平成14年
度）
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目的積立金の状況
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行政サービス実施コスト規模別の法人数

③ 行政サービス実施コスト（※法人の業務運営に関して国民の負担
に帰せられるコスト）は、０円以上50億円未満の法人が59法人中35
法人（平成14年度）

※ 行政サービス実施コストには、独立行政法人会計基準第24により、次に掲げるコス
トが含まれる。
① 法人の損益計算上の費用から運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金
等に基づく収益以外の収益を控除した額

② 「特定の償却資産に係る減価の会計処理」を行うこととされた償却資産の減価償
却相当額

③ 「退職給付に係る会計処理」により、引当金を計上しないこととされた場合の退
職給付の増加見積額

④ 国又は地方公共団体の資産を利用することから生ずる機会費用

（注） 各独立行政法人の各事業年度の年度計画に基づき、政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。

（注） 各独立行政法人の各事業年度の年度計画に基づき、政策評価・独立行政法人評価委
員会が作成した。

（注） 各独立行政法人の平成13年度及び14年度の財務諸表（附属明細書）に基づ
き、政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。

（注） 各独立行政法人の平成13年度及び14年度の財務諸表（附属明細書）に基づき、政
策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。
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４ 評価結果の予算等への反映状況

① 平成13年度及び14年度業務実績に関して府省評価委員会が行った
評価結果の予算等への反映状況をみると、逐次、改善が図られてい
る。

役職員の身分について、平成17年度から、「国家
公務員」（特定独立行政法人）から「非国家公務
員」（非特定独立行政法人）に変更（第159回通常国
会に法案を提出。16年６月３日、衆議院本会議にお
いて可決、成立。16年６月９日公布（平成16年法律
第83号）。非国家公務員化については、17年４月１
日施行）

産業技術総合研究所

平成14年11月から「特許流通促進事業の在り方に
関する調査検討委員会」を開催。その検討結果を踏
まえ、事業の質的向上の視点も考慮して中期計画の
数値目標を見直し、その一部を変更

工業所有権総合情報館

① 平成13年度業務実績からみて、中期計画での指
標が低すぎた事項（例．論文数）について、平成
14年度に年度計画の指標の見直し（評価も見直し
後の指標により実施）を行うとともに、中期計画
の指標も見直しを行い、15年６月30日付けで変更
認可済み

② 運営費交付金の会計処理について、平成15年度
から、従来の費用進行型基準に代えて、ⅰ）成果
進行基準（研究業務費（人件費を除く。）、政策
提言・普及業務費及び資料収集管理費）、ⅱ）期
間進行基準（人件費及び一般管理費）を導入

経済産業研究所

平成15年度年度計画に、経費節減目標として、
「人件費を除く経費の２％を節減」と明記

さけ・ます資源管理セ
ンター

平成14年度から、常展の観覧料について、小中学
生の無料化、外国人の割引を実施

国立博物館

平成14年度に、施設のバリアフリー化を推進する
ため、宿泊室やトイレの改修等を実施。また、分煙
施設の整備等を推進

国立オリンピック記念
青少年総合センター、
国立青年の家等

平成14年度に、本人に送付する試験成績通知書に
ついて、各種の注意喚起の実施により、返送数を削
減（約▲1,000通）

大学入試センター

府省評価委員会の評価結果の反映の概要独立行政法人名

業務実績に関する評価結果の主な反映事例

受験者数を増加させるため、平成14年度に、受験基準
の緩和、広報活動強化等を実施。その結果、受験者数も
増加

航空大学校

平成15年度以降、内航船における司ちゅう・事務科に
対する将来的なニーズの規模を把握するため、内航船社
へのアンケート調査を実施するとともに、国土交通省で
開催している「内航乗組員制度検討会」の動向等も踏ま
え、司ちゅう・事務科の制度設計の抜本的な見直しを検
討

海員学校

練習船の運航設備の近代化等を踏まえ、安全の阻害及
び実習訓練レベルの低下を招かないよう検討した結果、
帆船定員は65人、汽船定員は59人に削減。また、要員削
減（13人）の実施期限を「平成17年度末」から「平成16
年度末」に前倒し

航海訓練所

平成15年度から、教官について、教養科教室を廃止し、
所属教官を航海科教室及び機関科教室に振り分け、専門
科目の一部も分担させるなど、弾力的配置

海技大学校

平成14年度業務実績評価から、自己評価体制を整備。
・ 年度計画のアクション・アイテム・リスト及び計
画線表を作成し、進捗度・達成度を管理。管理責任
者の自己評価結果を企画会議で評価

・ 研究者の自己評価を活用することにより、研究計
画・評価制度を改善、エフォート（研究専従率）の
活用

電子航法研究所

平成14年度業務実績評価から、研究期間について、内
部評価において評価し、人員配置については、エフォー
ト（研究専従率）を作成。平成15年度からは、直接研究
費に加え、間接研究費を反映させた新たな研究マネジメ
ント制度により、研究期間、人員配置等研究資源の最適
配置を実施

海上技術安全研究所

① 外部からの受託研究・試験を増加（平成13年度の35
件、約４億9,300万円から14年度の42件（7件増）、約
19億1,200万円（約14億1,900万円増））

② 自己評価において、研究課題ごとに人件費も含めた
総コストを捉えることを可能とする仕組を整備（平成
15年度研究計画の事前評価から活用）

交通安全環境研究所

府省評価委員会の評価結果の反映の概要独立行政法人名

（注） 平成14年度の評価に基づき政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。
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② 府省評価委員会が行った平成13年度及び14年度業務実績に関する
評価結果について、政策評価・独立行政法人評価委員会が述べた意
見の予算等への反映状況をみると、逐次、改善が図られている。

（注） 平成14年度の評価に基づき政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。

国交省評価委員会による航空大学校の平成14年度業務実
績評価では、就職率を参照することとするとともに、既卒
未就職者へのサポートの実施についても評価を実施

航空大学校

国交省評価委員会による海員学校の平成14年度業務実績
評価では、各校ごとの業務の状況を踏まえた評価を実施
（各校ごとの財務の状況を踏まえた評価は未実施であった
ため、14年度業務実績評価意見で再度指摘）

海員学校

国交省評価委員会による土木研究所等の平成14年度業務
実績評価では、個々の研究業務の進捗状況及び予算、収支
計画等の実施状況を年度評価の対象に追加（さらに、それ
らの法人の15年度計画では、個々の研究業務ごとに年度内
に実施すべき内容を明記）

土木研究所等

農水省評価委員会による平成14年度の肥飼料検査所の立
入検査等の評価では、検査対象数の削減、合理化といった
効率化の状況の評価に加え、検査の充実状況も評価

肥飼料検査所

運営費交付金の見直し（平成14年度：12.7億円→15年
度：11.1億円（▲1.5億円））

産業安全研究所

文科省評価委員会による国立美術館の平成14年度業務実
績評価では、各館ごとに、業務・財務の両面について、適
切に個別評価（各館ごとの区分評価）を実施

国立美術館

文科省評価委員会による大学入試センターの平成14年度
業務実績評価では、自己収入充当分を含めたセンターの業
務全体の経費削減について評価を実施

大学入試センター

受託収入について、平成15年度の年度計画に、運営費交
付金に対する受託収入の割合８％を獲得することを目指す
旨の数値目標を明記

消防研究所

平成13年度における定常業務に関して、効率化により予
算の４割程度の執行で所要の成果が得られていることを踏
まえ、15年度予算から関係経費を縮減（平成13年度202百万
円→15年度84百万円）

通信総合研究所

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見の反映の概要独立行政法人名

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見の反映事例

ア 13年度業務実績評価第１次意見

① 国交省評価委員会による平成14年度業務実績評価
では、個別業務評価（法人の自己評価が説明責任を
果たしているかどうかについてのアカウンタビリ
ティ評価）を廃止

② 国交省評価委員会による平成14年度業務実績評価
では、評価段階数の細分化を実施(２段階→４段階)

国交省評価委員会

① 農水省評価委員会の平成14年度業務実績評価では、
受動的業務等実績が毎年あるとは限らないものにつ
いて、実績があった場合のみ評価を行うこととする
等評価基準を変更

② 農水省評価委員会による家畜改良センター、農業
者大学校の平成14年度業務実績評価では、総合評定
の経年比較が可能となるよう、評価基準を変更

農水省評価委員会

① 平成14年度業務実績評価では、段階別評価の評語
の意義を明確化（「概ね達成」：目標の80％程度以
上を達成、「十分達成」：目標をほぼ100％達成）

② 総務省評価委員会による通信総合研究所の平成14
年度業務実績評価では、評価単位を細分化（13年度
13項目→14年度22項目）

総務省評価委員会

平成14年度業務実績評価では、目標どおりであった
場合と目標を上回った場合を同一に取り扱うことを改
めるべく、評価基準を変更し、評価段階を追加

内閣府評価委員会

平成14年度業務実績評価結果では、評価結果を概算
要求に反映できるよう、８月中にこれを取りまとめ
（取りまとめ時期を前倒し）

各府省評価委員会共
通

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見の反映の概要府省評価委員会名

イ 13年度業務実績評価第２次意見

（注） 平成14年度の評価に基づき政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。

運営費交付金の大幅見直し（平成15年度：108億円
→16年度：89億円（▲18億円縮減））

自動車検査

運営費交付金の大幅見直し（平成15年度：17億円
→16年度：16億円（▲1億円縮減））

経済産業研究所

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見の反映の概要独立行政法人名

ウ 14年度業務実績評価意見

（注） 平成14年度の評価に基づき政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。
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第２部 独立行政法人に関する評価活動の状況（平
成14年度実績評価）

１ 評価委員会の評価活動等

(１)年度評価関係
① 各府省評価委員会では、平成15年６月末までに、14年度の業務
の実績についての評価の対象となった59法人から業務実績報告書
の提出を受け、各府省評価委員会で定めたそれぞれの評価基準に
基づき審議を行い、８月に評価結果を取りまとめ、これを各法人
及び政策評価・独立行政法人評価委員会に通知するとともに、
ホームページ等において公表した。

② これらの評価結果について、政策評価・独立行政法人評価委員
会では、３つのワーキング・グループを設けて集中的に作業を実
施し、11月に意見を各府省評価委員会に通知・公表した。

(２)中期目標期間終了時の見直し関係
○ 政策評価・独立行政法人評価委員会では、「中期目標期間終了
時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて」
（平成15年８月１日閣議決定）に基づき、「独立行政法人の主要
な事務及び事業の改廃に関する勧告の取組の方針」（平成15年７
月１日政策評価・独立行政法人評価委員会決定）に沿って、平成
15年度において中期目標期間が終了する最初の法人（教員研修セ
ンター）の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性を文
部科学大臣あて通知した。文部科学大臣は、当該勧告の方向性等
を踏まえ、教員研修センターの見直しを行った。

第３部 横断的研究会の活動状況等

１ 評価方法の在り方に関する横断的研究会

○ 中期目標期間終了時の見直しの前倒し及び特殊法人等移行法人の
評価の開始に対応し、政策評価・独立行政法人評価委員会が、適時
に的確な改廃方策を提言するとともに、初年度から移行法人の二次
評価を有効に行うことができるよう、独立行政法人評価分科会に５
つの研究会
①研究開発関係法人の評価方法の在り方に関する研究会
②教育・指導・訓練関係法人の評価方法の在り方に関する研究会
③公共用物・施設設置運営関係法人の評価方法の在り方に関する研

究会
④振興助成・融資関係法人の評価方法の在り方に関する研究会
⑤財務内容の改善等についての評価方法の在り方に関する研究会
を設けて検討し、平成16年６月30日に研究会報告書を取りまとめた。

２ 評価結果等の概要

○ 掲載内容
法人名（理事長名）、法人の目的・主要業務、中期目標期間、府

省評価委員会・分科会の名称（委員長・分科会長名）、府省評価委
員会の評価基準の概要、評価結果の概要（項目別評価・総合評価）、
政策評価・独立行政法人評価委員会の意見

【本件連絡先】

総務省行政評価局
独立行政法人第一担当評価監視官室

わ こ う と し ひ こ

評 価 監 視 官：若 生 俊 彦（内線：２５０４）
え の も と た い し

調 査 官：榎 本 泰 士（内線：２５０６）
ひ ら い け え い い ち

総括評価監視調査官：平 池 栄 一（内線：２４１５）

電話 （直通） ０３－５２５３－５４４４～５４４６


